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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表
第46期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

株 式 会 社 ナ ッ ク

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ

（http://www.nacoo.com）に掲載することにより、ご提供しているものであります。

表紙
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,000 1,140 12,725 △1,204 16,661

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △641 △641

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

467 467

自 己 株 式 の 取 得 △121 △121

自 己 株 式 の 処 分 －

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △173 △121 △295

当 期 末 残 高 4,000 1,140 12,552 △1,326 16,366

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 30 － △860 △829 15,831

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △641

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

467

自 己 株 式 の 取 得 △121

自 己 株 式 の 処 分 －

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

25 △3 0 22 22

当 期 変 動 額 合 計 25 △3 0 22 △272

当 期 末 残 高 56 △3 △860 △807 15,559

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　８社

・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社レオハウス

株式会社アーネスト

株式会社ナックライフパートナーズ

株式会社ＪＩＭＯＳ

株式会社ジェイウッド

株式会社エコ＆エコ

株式会社ケイディアイ

株式会社ベルエアー

上記のうち、株式会社ケイディアイ及び株式会社ベルエアーについては、

当連結会計年度に全株式を取得し、連結子会社にしております

・非連結子会社の名称　　　　　　上海煕田貿易有限公司　株式会社suzukuri　株式会社キューオーエル倶

　　　　　　　　　　　　　　　　楽部

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法適用の非連結子会社　　　該当ありません｡

・持分法を適用しない非連結　　　上海煕田貿易有限公司　株式会社suzukuri　株式会社キューオーエル倶

　子会社の名称　　　　　　　　　楽部

・持分法を適用しない理由　　　　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち株式会社ベルエアーの決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっております。

　　満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）

ロ. デリバティブ

　　時価法

－ 2 －
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ハ．たな卸資産

　・商品及び製品　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　・販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　・未成工事支出金　　　　　　個別法による原価法

　・原材料及び貯蔵品　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。

 (リース資産を除く) 　　　 ただし､ 平成10年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。

 (リース資産を除く) 　　　 なお､ 自社利用のソフトウェアについては､ 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。また、顧客関連資産及び商

標権については、効果の及ぶ期間（顧客関連資産12年、商標権10年）に

基づく定額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期

間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績繰入

率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基

づき計上しております｡

ニ．完成工事補償引当金　　　　　住宅事業において、建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス

に対する費用の支出に備えるため、売上高を基準とした過去の実績割合

を基に発生見込額を計上しております。

ホ．債務保証損失引当金　　　　　商品等を購入した顧客の利用するリース会社への債務に対する債務保証

の損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額の他、

必要に応じて損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見込額を

計上しております。

ヘ．ポイント引当金　　　　　　　販売促進のための費用負担に備えるため、過去の実績率に基づき翌連結

会計年度以降の利用により発生する費用見積額を計上しております。

ト．役員株式給付引当金　　　　　株式交付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当連

結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．収益及び費用の計上基準

・当連結会計年度末までの進　 工事進行基準

捗部分について成果の確実

性が認められる工事

・その他の工事　　　　　　　 工事完成基準

－ 3 －
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ロ．重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法　　　　　 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象　　 ヘッジ手段・・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・・借入金

・ヘッジ方針　　　　　　　　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。

・ヘッジ有効性評価の方法　　 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

ハ．退職給付に係る会計処理の方法

一部の子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ニ．重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

ホ．消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

⑤  のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、投資効果の発現する期間を見積り、７年以内で均等償却しております｡

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

　（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当連結会計年度から適用しております。

（役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について）

　当社は、平成28年６月29日の定時株主総会決議により、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）

を対象に、業績向上に対する達成意欲をさらに高めるとともに、株主価値との連動性を高めることを目的

に、業績連動型株式報酬制度として、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入いたしました。

（１）取引の概要

本制度は、各対象会社が拠出する取締役の報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当該信

託を通じて各対象取締役に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付を行う株式報

酬制度です。ただし、対象取締役が当社株式等の交付等を受けるのは、原則として、対象取締役の退任後

となります。

（２）信託に残存する自己株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当連結会計年度末日において、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

121百万円、140千株であります。

－ 4 －
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３．表示方法の変更に関する注記

　　　(連結貸借対照表）

　　　　　前連結会計年度まで、流動資産の「その他」に含めておりました「販売用不動産」は、金銭的重要性が

増したため当連結会計年度より区分掲記しております。

　　　　なお、前連結会計年度の「販売用不動産」は244百万円であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,947百万円

(2) 保証債務等

①　顧客の割賦債務残高に対して、債務保証を行っております。

733百万円

②　顧客の住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの間、金融機関に対し連帯債務保証を行っております。

833百万円

(3) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号・最終改正平成13年６月29日）に基づき、事
業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　（再評価の方法）

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める公示価格、同
条第２号に定める標準価格及び同条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行い算出しておりま
す。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△140百万円

－ 5 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 18,719千株 －千株 －千株 18,719千株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当

① 平成28年６月29日開催の第45期定時株主総会において､次のとおり決議しております｡

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 321百万円

・１株当たり配当額 19円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日

② 平成28年11月８日開催の取締役会決議において､次のとおり決議しております｡

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 319百万円

・１株当たり配当額 19円

・基準日 平成28年９月30日

・効力発生日 平成28年12月５日

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に対する配当金２百万円を含めておりません。これは

「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式を自己株式として認識しているためです。配当の権利

確定日において、「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式は117千株であります。

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において､次の議案を付議する予定であります｡

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 133百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 8円

・基準日 平成29年3月31日

・効力発生日 平成29年6月30日

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に対する配当金１百万円を含めておりません。これは

「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式を自己株式として認識しているためです。配当の権利

確定日において、「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社株式は140千株であります。

－ 6 －
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組み方針

当社グループは、安全性を最も重視して運用を行っております。資金調達は、銀行を中心とした借入によ

り行っております。デリバティブ取引は全てヘッジ目的で行っており、投機目的の取引は一切行わない方

針でおります。

②　金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制

定期預金を含む現金及び預金は、高い信用格付けを有する金融機関のみと取引を行っております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

取引条件に定められた期間内に回収するものとして各事業部の営業管理部門が期日管理及び残高管理を行

う体制をとっております。

差入保証金は、主として営業所土地・建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、契約更新時等に貸主の状況を各営業所長等がモニタリングしております。

投資有価証券は、純投資を目的とした有価証券、組合出資金及び業務上の関係を有する株式であり、市場

価格、発行体等の信用リスク、当該企業の財政状態の変動リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、時価の把握及び各事業部の営業管理部門等による該当企業の経営状態の適宜把握を通じて管理を行

う体制をとっております。

営業債務である買掛金、諸経費・設備購入等の債務である未払金は、全てが１年以内を支払期日とするも

のであります。

また、商品（ボトルサーバー）の輸入に伴い一部の営業債務は外貨建てであり、為替の変動リスクに晒さ

れております。

借入金は、運転資金、設備投資及びＭ＆Ａ等の資金の調達を目的としたものであります。リース債務は、

主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利

の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。

また、営業債務、未払金、借入金、リース債務は流動性のリスクに晒されており、当該リスクに関しては、

資金繰表を作成することにより管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)参照)。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

 ① 現金及び預金 7,430 7,430 －

 ② 受取手形及び売掛金 3,795

貸倒引当金(※１) △27

3,768 3,732 △35

 ③ 投資有価証券

その他有価証券 264 264 －

 ④ 差入保証金(※２) 1,812 1,717 △94

　資　産　計 13,275 13,145 △129

 ⑤ 買掛金 6,427 6,427 －

 ⑥ 未払金 2,276 2,276 －

 ⑦ 短期借入金及び一年内返済予定の
長期借入金

4,940 4,940 －

 ⑧ 長期借入金 3,547 3,476 △71

 ⑨ リース債務 2,318 2,164 △154

負　債　計 19,509 19,284 △225

 ⑩ デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの △4 △4 －

デリバティブ取引　計 △4 △4 －

(※１)受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２)差入保証金については、金融商品相当額のみを表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

① 現金及び預金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

② 受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金については、期末日現在の長期国債レートに相手先の信用リスクを加味した利率によっ

て将来キャッシュ・フローを割引き時価を算定する方法によっております。

③ 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

④ 差入保証金

差入保証金については、期末日現在の長期国債レートに相手先の信用リスクを加味した利率により将来キャ

ッシュ・フローを割引いて時価を算定する方法によっております。

⑤ 買掛金、⑥ 未払金、⑦ 短期借入金及び一年内返済予定の長期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

⑧ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて

算定する方法によっております。
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⑨ リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース契約を行った場合に想定される利率で割引いて算

定する方法によっております。

⑩ デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引の時価については、取引先金融機関より提示された価格によ

っております。ただし、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　　　分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 307

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③ 投資有

価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 926円53銭

(2) １株当たり当期純利益 27円76銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 4,000 649 491 350 3,500 7,625

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △641

当 期 純 利 益 1,042

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 401

当 期 末 残 高 4,000 649 491 350 3,500 8,027

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合　　計

その他有価証
券
評価差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評
価
差 額 金

評価・換算
差額等合
計

当 期 首 残 高 △1,204 15,412 1 － △860 △859 14,553

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △641 △641

当 期 純 利 益 1,042 1,042

自 己 株 式 の 取 得 △121 △121 △121

自 己 株 式 の 処 分

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

23 △3 0 20 20

当 期 変 動 額 合 計 △121 279 23 △3 0 20 300

当 期 末 残 高 △1,326 15,692 24 △3 △860 △838 14,853

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社及び関連会社株式　　　　 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっております。

ハ．満期保有目的の債券　　　　　　 償却原価法（定額法）

ニ．デリバティブ　　　　　　　　　 時価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品　　　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

・原材料及び貯蔵品　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

・販売用不動産　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績繰

入率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員への賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き計上しております｡

④　債務保証損失引当金　　　　　　　商品等を購入した顧客の利用するリース会社への債務に対する債務保

証の損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額の

他、必要に応じて損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見

込額を計上しております。

⑤　ポイント引当金　　　　　　　　　販売促進のための費用負担に備えるため、過去の実績率に基づき翌事

業年度以降の利用により発生する費用見積額を計上しております。

⑥　役員株式給付引当金　　　　　　　株式交付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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(4) 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについて特例

処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。

　・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・・借入金

　・ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行って

おります。

　・ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によ

っている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。

(6) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

　（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

　（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。

（役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について）

　当社は、平成28年６月29日の定時株主総会決議により、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。）

を対象に、業績向上に対する達成意欲をさらに高めるとともに、株主価値との連動性を高めることを目的

に、業績連動型株式報酬制度として、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入いたしました。

（１）取引の概要

本制度は、各対象会社が拠出する取締役の報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当該信

託を通じて各対象取締役に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付を行う株式報

酬制度です。ただし、対象取締役が当社株式等の交付等を受けるのは、原則として、対象取締役の退任後

となります。

（２）信託に残存する自己株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当事業年度末日において、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、121百

万円、140千株であります。

２．表示方法の変更に関する注記

　　(貸借対照表）

　　　　　前事業年度において、流動資産の「短期貸付金」に含めておりました「関係会社短期貸付金」は、より

明瞭な表示とするため、当事業年度より区分掲記しております。

　　　　なお、前事業年度の「関係会社短期貸付金」は914百万円であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,330百万円

(2) 保証債務等

   顧客の割賦債務残高に対して、債務保証を行っております。

733百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示しているものは除く）は次のとおりであります。

金銭債権 140百万円

金銭債務 11百万円

(4) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号・最終改正平成13年６月29日）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

（再評価の方法）

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める公示価格、同

条第２号に定める標準価格及び同条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行い算出しておりま

す。

 再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額

△140百万円

４．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

①　売上高

②　仕入高

209百万円

17百万円

③　営業取引以外の取引高 660百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,786千株 140千株 ― 1,926千株

 (注）１．自己株式の増加140千株は、「役員報酬ＢＩＰ信託」の市場買い付けによる取得及び単元未満株式の

取得であります。

      ２．自己株式の当事業年度末株式数1,926千株のうち、140千株は「役員報酬ＢＩＰ信託」が所有する当社

株式であります。

６．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産

貸倒引当金 91百万円

未払事業税 35

賞与引当金 124

減損損失 105

関係会社株式評価損 129

資産除去債務 95

その他 97

繰延税金資産小計 679

評価性引当額 △246

繰延税金資産合計 433

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △10

　資産除去債務 △51

繰延税金負債合計 △62

繰延税金資産（負債）の純額 370
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

主要株主及びそ

の近親者
西山由之

（被所有）
直接3.3％

当社名誉会長

事務所の賃借 15 前払費用 1

事務所の保証金の償却 0 差入保証金 26

給与支払 48 未払金 4

会場費 13 － －

主要株主及びその

近親者が議決権の

過半数を所有して

いる会社等

一般社団法人
　西山美術館

－ 販促品購入 美術館チケットの購入 47 － －

主要株主及びその

近親者が議決権の

過半数を所有して

いる会社等

株式会社
 キャピタル

（被所有）
直接9.3％

工事発注等

支店修繕工事 72 未払金 0

建物の保守
管理業務等

28 未払金 2

（取引条件及び取引条件の決定方法等）

・事務所の賃借料及び差入保証金については、不動産の鑑定評価に基づく価格によっております。

・給与については、経営会議に基づいて金額を決定しております。

・西山由之との取引金額には、実質的な西山由之との取引を含めております。

・美術館チケット、支店修繕工事及び建物の保守管理業務等については、市場価格を勘案のうえ、一般取引先の

条件と同様に決定しております。

・上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、差入保証金を除く期末残高には消費税等が含ま

れております。

－ 14 －
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(2) 子会社等

属 性
会社等の
名　　称

資本金又
は 基 金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
株式会社
レオハウス

300
注文住宅の
建築請負

（所有）
直接 100％

兼任
４名

－

事務所の賃貸 292 前受収益 23

資金の返済 400 短期借入金 4,200

利息の支払 25 － －

子会社

株式会社ナ
ックライフ
パートナー
ズ

10
金融・保険
業

（所有）
直接 100％ － －

資金の貸付 100 短期貸付金 850

利息の受取 12 － －

子会社
株式会社
ＪＩＭＯＳ

350
化粧品・健
康食品の通
販等

（所有）
直接 100％

兼任
４名

－

資金の借入 500 短期借入金 500

利息の支払 3 － －

子会社
株式会社ケ
イディアイ

100
分譲・注文
住宅

（所有）
直接 100％

兼任
３名 －

資金の貸付 2,233 短期貸付金 2,233

利息の受取 11 － －

（取引条件及び取引条件の決定方法等）

・事務所の賃貸料については、近隣の相場を勘案して決定しております。

・資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

・資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

・上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、短期借入金・短期貸付金を除く期末残高には消

費税等が含まれております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 884円51銭

(2) １株当たり当期純利益 61円86銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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